
 
 
 

平成19年12月7日 

各  位 

 

会 社 名 株式会社三井ハイテック 

代表者名 代表取締役社長 坂上 隆紀 

（コード番号 6966 東証第1部・福証） 

問合せ先 常務取締役管理本部長 大森 昌勝 

（ＴＥＬ 093－614－1111） 

 
連結子会社との合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 
当社は、平成19年12月 7日開催の当社取締役会において、平成20年2月1日を期して、下記のとおり当社の

100％出資子会社である株式会社三井エンジニアリング及び株式会社三井テクノスを吸収合併することを決議いた

しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1．合併の目的 

当社は、グループ経営の効率化を目的として、当社の 100％出資子会社である株式会社三井エンジニア

リング及び株式会社三井テクノスを平成20年2月1日付で吸収合併することといたしました。 

 

2．合併の要旨 

（1）合併の日程 

合併契約承認取締役会      平成19年12月7日 

合併契約締結          平成19年12月7日 

 株式会社三井ハイテック     会社法第796条第3項の規定に基づく簡易合併であり 

  （存続会社）         合併契約承認株主総会は開催いたしません。 

 株式会社三井エンジニアリング  会社法第784条第1項の規定に基づく略式合併であり 

  （消滅会社）         合併契約承認株主総会は開催いたしません。 

 株式会社三井テクノス      会社法第784条第1項の規定に基づく略式合併であり 

  （消滅会社）         合併契約承認株主総会は開催いたしません。 

合併期日（効力発生日）      平成20年 2月1日（予定） 

（2）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社三井エンジニアリング及び株式会社三井テクノスは

解散いたします。 

（3）合併に係る割当ての内容 

該当事項はありません。 

（4）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 



3．合併当事会社の概要（平成19年1月31日現在） 

（1） 商 号
株式会社三井ハイテック 

（存続会社） 

株式会社三井エンジニアリング 

（消滅会社） 

株式会社三井テクノス 

（消滅会社） 

（2） 事 業 内 容

プレス用金型、工作機械、 

ICリードフレーム、IC組立、 

モーターコア等の製造販売 

めっき冶具、装置部品、 

金型部品の製造販売 

電子部品製造装置、 

冶工具、部品の 

製造販売 

（3） 
設 立 年 月 日

（創立年月日）

昭和32年4月12日 

（昭和24年1月12日） 

平成10年10月14日 平成12年4月19日 

（4） 本 店 所 在 地 北九州市八幡西区小嶺 

二丁目10番1号 

北九州市八幡西区小嶺 

二丁目10番1号 

北九州市八幡西区小嶺 

二丁目10番1号 

（5） 代表者の役職

氏 名

代表取締役社長 

坂上 隆紀 

代表取締役社長 

米永 功 

代表取締役社長 

元田 憲芳 

（6） 資 本 金 16,403百万円 30百万円 30百万円 

（7） 発行済株式総数 43,025,865株 600株 600株 

（8） 純 資 産     57,556百万円（連結） 134百万円 119百万円 

（9） 総 資 産     66,175百万円（連結） 203百万円 402百万円 

（10） 決 算 期 1月31日 1月31日 1月31日 

（11） 大 株 主 及 び

持 株 比 率

(株)三井クリエイト 26.06％ 

日本トラスティ・サービス信託 

銀行(株)（信託口）  6.57％ 

日本マスタートラスト信託銀行 

(株)（信託口）    3.98％ 

日本トラスティ・サービス信託 

銀行(株)（信託口4） 3.97％ 

(株)福岡銀行     3.60％ 

(株)三井ハイテック 100％ (株)三井ハイテック 100％ 

 

4．合併後の状況 

（1）商号        ： 株式会社三井ハイテック 

（2）事業内容      ： プレス用金型、工作機械、ICリードフレーム、IC組立、 

モーターコア等の製造販売 

（3）本店所在地     ： 北九州市八幡西区小嶺二丁目10番1号 

（4）代表者の役職・氏名 ： 代表取締役社長 坂上 隆紀 

（5）資本金       ： 16,403百万円 

（6）決算期       ： 1月31日 

（7）合併による業績への影響の見通し 

本合併は、連結子会社との合併のため、連結業績に与える影響はありません。 

また、個別業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 


